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令和 4年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）
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今回補正額補正前の額今回補正額補正前の額

03 民生費 01 社会福祉費 01 社会福祉総務費 福祉課0101050100-0000

0093 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費 当初予算額 補正前の額 今回補正額 補正後の額

54,000
54,000

54,000

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：022258)

国庫支出金 15020217002 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事務費補助金

　基本目標 02 健康で元気に暮らせるまち

　政　　策 03 地域のなかで、互いに支え合うまちづくり
　施　　策 03 地域のなかでの自立した生活を応援します

＜事業の目的＞
　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した住民税非課税世
　帯等の方々に対し、速やかに生活、暮らしを支援するため、臨時特別給付金を支給する。

＜事業の概要＞
　令和３年11月19日に閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」におけ
　る生活困窮者世帯への給付事業であり、「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合
　緊急対策」」（令和４年４月26日原油価格・物価高騰等に関する関係閣僚会議）において
　、真に生活に困っている方々への支援措置の強化として令和４年度課税情報を活用したプ
　ッシュ型給付を行うことが決定された。令和３年12月10日時点における市民のうち、世帯
　全員が令和４年度分非課税である世帯及び新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計
　が急変し、非課税世帯と同様の状況にある世帯に対して10万円を支給する。

＜令和４年度実施内容＞
　【補正理由】
　生活困窮世帯について速やかに給付金を支出するため、関係する予算を追加する。

　【補正内容】
　10節　需用費
・（新）消耗品費　174千円：事業実施に係る印刷機トナー等の消耗品の購入
・（新）印刷製本費　39千円：事業実施に係る封筒等印刷代
11節　役務費
・（新）通信運搬費　152千円：事業実施に係る依頼文、決定通知等郵便代500世帯（見込
み）
・（新）口座振込手数料　55千円：事業に係る手数料500世帯（見込み）
12節　委託料
・（新）電算業務委託料　3,580千円：システム構築業務
18節　負担金、補助及び交付金
・（新）住民税非課税世帯等給付金　50,000千円：非課税世帯分500世帯（見込み）

　＜制度内容＞

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】
今回補正額

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

・給付額：住民税非課税世帯等１世帯につき10万円
・支給対象者：
①住民税非課税世帯　令和３年12月10日現在における市民のうち、世帯全員の令和４年

54,000
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令和 4年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

合　計

今回補正額補正前の額今回補正額補正前の額

03 民生費 01 社会福祉費 01 社会福祉総務費 福祉課0101050100-0000

0093 住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費 当初予算額 補正前の額 今回補正額 補正後の額

度分の住民税均等割が非課税である世帯（課税者の扶養親族のみで構成される世帯及

(簡略番号：022258)

び令和３年度分の本給付金受給世帯は除く。）

※菊川市における対象世帯見込数：500世帯（申請によらず給付する。）
②家計急変世帯　令和４年１月以降の任意の１か月において新型コロナウイルス感染症
の影響を受けて家計が急変し、非課税世帯と同様の収入水準にある世帯
・申請受付会場：プラザけやき内101会議室

・給付時期　支給開始令和４年７月下旬を想定
・事業スケジュール（案）
令和４年６月　システム業務委託契約　非課税世帯抽出
令和４年７月　非課税世帯への口座確認書類の送付

確認完了世帯への振込を開始

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】
今回補正額
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令和 4年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

51,000国庫支出金 15020204010 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金

51,000合　計

4,926
117
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203 45,700

01

0

今回補正額補正前の額今回補正額補正前の額

03 民生費 02 児童福祉費 01 児童福祉総務費 子育て応援課0101060200-0000

0017 子育て世帯生活支援特別給付金 当初予算額 補正前の額 今回補正額 補正後の額

51,000
51,000

51,000

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：020766)

　基本目標 01 子どもがいきいき育つまち

　政　　策 01 安心して子育てができ、子どもが健やかに育つまちづくり
　施　　策 04 子育て世代を応援します。

＜事業の目的＞
　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得のひとり親世帯・その他
　低所得の子育て世帯に対し、食費等の物価高騰等に直面する支出の増加の影響を勘案し、
　緊急支援策として、「子育て世帯生活支援特別給付金」を支給する。

＜事業の概要＞
　低所得のひとり親世帯・その他低所得の子育て世帯（０歳から18歳の児童がいる世帯等）
　に対し、子育て世帯生活支援特別給付金として、対象児童一人当たり一律５万円を支給す
　る。

＜令和４年度実施内容＞
　【補正理由】
　国において「子育て世帯生活支援特別給付金」の支給を決定し、本市においても当該事業
　を実施することとしたため、関連経費を計上する。

　【補正内容】
　03節 職員手当等
・（新）時間外勤務手当　203千円
10節 需用費
・（新）消耗品費　54千円：案内通知送付用紙や窓付き封筒等の購入代
11節 役務費
・（新）通信運搬費　52千円：案内通知等郵送代　低所得のひとり親世帯345通、その他
低所得の子育て世帯300通分
・（新）振込手数料　65千円：特別給付金振込手数料　低所得のひとり親世帯290世帯、
その他低所得の子育て世帯300世帯
12節 委託料
・（新）システム導入費　4,926千円：給付に関するシステム導入費
18節 負担金、補助及び交付金
・（新）特別給付金　45,700千円：低所得のひとり親世帯児童数424人(見込み)、その他
低所得の子育て世帯児童数490人(見込み)

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】
今回補正額

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

　＜制度内容（低所得のひとり親世帯分）＞
・給付額：児童一人当たり一律５万円
・支給対象者；低所得のひとり親世帯

51,000
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令和 4年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

合　計

今回補正額補正前の額今回補正額補正前の額

03 民生費 02 児童福祉費 01 児童福祉総務費 子育て応援課0101060200-0000

0017 子育て世帯生活支援特別給付金 当初予算額 補正前の額 今回補正額 補正後の額

①令和４年４月分の児童扶養手当の支給を受けている者（申請不要）※対象児童見込

(簡略番号：020766)

数：348人

②公的年金等の受給により、令和４年４月分の児童扶養手当の支給を受けていない者
（児童扶養手当に係る支給制限限度額を下回る者）（要申請）※対象児童見込数：21
人

③令和４年４月分の児童扶養手当は受給していないが、新型コロナウイルス感染症の影
響を受けて家計が急変し、収入が児童扶養手当受給者と同じ水準となっている者（要
申請）※対象児童見込数：55人

・給付時期　支給対象者①は令和４年６月末までに支給開始予定

　＜制度内容（その他低所得の子育て世帯分）＞
・給付額：児童一人当たり一律５万円
・支給対象者；低所得のひとり親世帯以外のその他低所得の子育て世帯
①令和４年４月分の児童手当又は特別児童扶養手当の支給を受け、令和４年度分の住民
税均等割が非課税である者（申請不要）

② ①のほか、対象児童（令和４年３月31日時点で18歳未満の子（障害児については20
歳未満）※)の養育者であって、以下のいずれかに該当する者（要申請）（※令和４
月以降令和５年２月末までに生まれる新生児も対象）
・令和４年度分の住民税均等割が非課税である者
・新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、令和４年度分の住民税均
等割が非課税である者と同様の事情にあると認められる者（家計急変者）
※①及び②対象児童見込数：490人

・給付時期　支給対象者①は令和４年７月上旬に支給開始予定

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】
今回補正額
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歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
部門
名称

補正前
予算額
(a)

今　回
補正額
(b)

補正後
予算額
(a+b)

説 明

15 2 2 4 －
児童福祉費補助
金

－ 47,154 51,000 98,154

15 2 2 4 10

新型コロナウイ
ルス感染症セー
フティネット強
化交付金

子育て応援課 0 51,000 51,000
子育て世帯生活支援特別給付金の支給による追加
＜充当先＞
3.2.1.17　子育て世帯生活支援特別給付金　51,000千円

15 2 2 17 －

住民税非課税世
帯等臨時特別給
付金事業費補助
金

－ 0 54,000 54,000

15 2 2 17 1

住民税非課税世
帯等臨時特別給
付金事業費補助
金

福祉課 0 50,000 50,000
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の対象者拡大による追加
＜充当先＞
3.1.1.93　住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費　50,000千円

15 2 2 17 2

住民税非課税世
帯等臨時特別給
付金事務費補助
金

福祉課 0 4,000 4,000
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の対象者拡大による追加
＜充当先＞
3.1.1.93　住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業費　4,000千円

20,540,800 105,000 20,645,800歳入合計
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　総　　括
ア 会計年度任用職員以外の職員

人

児童手当

千円

27,745

27,745

0

備 考

0 00 203 0 0 0 0比　　較 0 0 0 0 0

36025,694 94,427 808 1,246 507,557 16,259 3,603

16,259 3,603

補正前 33,050 39,330 6,642 525 22,106

25,694 94,630 360 808 1,246 507,557補正後 33,050 39,330 6,642 525 22,106

千円 千円 千円 千円 千円 千円

期末勤勉 休日勤務 夜間勤務

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

住　　居 通　　勤 時間外 単身赴任 地　　域 宿日直

0 203

職
員
手
当
の
内
訳

区 分
手 当 の 内 訳

管理職 扶　　養 特殊勤務 管理職特別

比　　較 0 0 0 203 203

補　正　前 370 0 1,293,672 779,352 2,073,024 411,450 2,484,474

千円 千円

補　正　後 370 0 1,293,672 779,555 2,073,227 411,450 2,484,677

職員手当 計

千円 千円 千円 千円

給 与 費 明 細 書

（単位：千円）

区 分
職員数 給 与 費

共済費 合 計
（人） 報 酬 給 料
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イ 会計年度任用職員

人

0

千円

0

0

0

1,416 900

900

0 0 0比　　較

職
員
手
当
の
内
訳

0

0 0

補正前

0

64,155

64,155

千円 千円

通　　勤 時間外

1,416

特殊勤務

補正後 0

区 分

0 0

手 当 の 内 訳

期　　末

千円 千円

休日勤務

0 0 0比　　較 0 0

夜間勤務

千円

補　正　前 361 425,844 40,736 66,471 533,051 64,637 597,688

千円 千円

補　正　後 361 425,844 40,736 66,471 533,051 64,637 597,688

職員手当 計

千円 千円 千円 千円

（単位：千円）

区 分
職員数 給 与 費

共済費 合 計 備 考
（人） 報 酬 給 料

7




